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研究要旨：震災後の循環器病の発症の推移を明らかにすることは東日本大震

災被災地での医療体制の整備を適正に行うことに必要であるとともに、将来

に起こりうる大規模災害に備えた基礎データとなる。本研究の目的は、1) 東

日本大震災前後の循環器疾患の発症状況を明らかにすること、 

2) 震度や津波が循環器疾患の発症と関連があるかどうかを探索的に検討す

ること、3) 阪神淡路大震災との比較を行うこと によって 大規模災害に

おける循環器病診療体制と手法を確立することにある。 
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Ａ．研究目的 

 本研究の目的は、1) 東日本大震災前後の

循環器疾患の発症状況を明らかにすること、

2) 震度や津波が循環器疾患の発症と関連

があるかどうかを探索的に検討すること、

3) 阪神淡路大震災との比較を行うこと 

によって 大規模災害における循環器病診

療体制と手法を確立することにある。 

Ｂ．研究方法 

 東日本大震災については 2008 年から

2012 年の岩手県、宮城県、福島県の 131

の市町村、阪神・淡路大震災については

1992年から 1996年の兵庫県、大阪府、京

都府の 220の市町村における人口動態調査

死亡票のデータを用いた。震災日時を起点

として、1 ヶ月ごとの心筋梗塞、脳卒中に



よる死亡率を算出し、震災年と同月の死亡

率を比較した。その際、Poisson モデルを

用いた。また、心筋梗塞・脳卒中による死

亡と震度との関連を検討するために、市町

村レベルの解析を行った。震災以前の過去

3 年の各市町村の人口を基準人口とし、震

災後 2 週間における標準化死亡比（SMR）

を算出し、結果変数を SMR が 2 以上で分

けた 2群（市町村）、説明変数を震度とした

Mantel-Haenszel 検定を実施した。東日本

大震災の分析には 320,347 例、阪神・淡路

大震災の分析には 592,670 例の死亡票のデ

ータを用いた。また慢性心不全及びその高

リスク患者 3620 名を対象として郵送によ

るアンケート調査を実施した(2011 年 11

月)。精神的ストレスは、世界標準として使

用されている IES-R（Impact of Event 

Scale-Revised）スコアを用いて評価した。 

（倫理面への配慮） 

本研究ではデータ提供時に匿名化された情

報を用いる。そのため、対象者個人が特定

されるような情報は使用しない。 

 

Ｃ．研究結果 

 2008年~2012年における岩手県、宮城県、

福島県の総死亡者数は 320,348 件であった。

震災のあった 2011年と他の年を比べると 3

県とも死亡者数は増加しており、特に宮城

県では死亡者数の増加が大きかった。月ご

との心筋梗塞による死亡率は、震災後 1 ヶ

月間において過去 3 年と比べて有意に増え

ていた（incident rate ratio [IRR]=1.39, 

95% confidence interval [95%CI], 1.13 - 

1.58）。脳卒中による死亡も同様に、震災後

1 ヶ月間の死亡は過去 3 年と比べて有意に

増加していた（IRR=1.42, 95%CI, 1.29 - 

1.57）。脳卒中による死亡増加は、震災後 2

ヶ月まで遷延していた。2008 年～2010 年

に比べて、2011年で心筋梗塞の死亡増加は、

福島県の白河市から浅川町の地域で疾患集

積性がみられた。一方、脳卒中による死亡

の増加は、津波被害が大きかった大船渡市

と陸前高田市で疾患集積性がみられた。ま

た、白石市から相馬市にかけての内陸部で

も集積性がみられた。震度や津波、放射線

量と心筋梗塞・脳卒中による死亡増加の探

索的な検討には、それぞれの被害地域にて

層別したポワソン回帰分析を行った。その

結果、震度は心筋梗塞、脳卒中とも震度が

6 以上の地域で死亡増加が大きかった。一

方、津波に関しては、浸水がある地域では

特に脳卒中による死亡が増加していた。放

射線量については、1.0mSv以上での心筋梗

塞、脳卒中による死亡増加はみられなかっ

た。 

阪神・淡路大震災前後の心血管疾患によ

る死亡について被災三県（兵庫県、大阪府、

京都府）の人口動態調査死亡票より評価し

た。震災が起こった 1995 年 1 月の心筋梗

塞による死亡者数は 968 人に対し、1992

年の同月は 347人であり、2.8倍多かった。

脳卒中についても 1992年 1月が 981人に

対し、1995年 1月は 1974人と死亡者数は

2.0倍増加していた。さらに震度との関係に

ついて検討したところ、心筋梗塞について

は標準化死亡比が 2以上の割合は震災 2週

間後において震度が大きかった市町村で多

い傾向を示し、さらに震災９ヵ月後でもそ

の差は有意であった。比較的長期にわたり

循環器疾患に震災による影響が残存してい

た理由として、震災によるストレスに加え

震災後の診療体制に起因していた可能性が

示唆された。 

東日本大震災による心血管疾患患者の心



的外傷後ストレス障害の有病率やその特徴

についても評価した。IES-R （Impact of 

Event Scale- Revised）日本版 25点以上を

「 心 的 外 傷 後 ス ト レ ス 反 応 / 障 害

（Posttraumatic stress disorder；PTSD）」

と定義したところ、14.8％が PTSR/PTSD

と判定された。地震・津波の両方による被

害を受けた症例および福島第一原発 30ｋ

ｍ以内の病院に通う症例において PTSDの

頻度は特に高く、それ以外の症例では震度

が大きい地域の症例ほど PTSDの頻度が高

かった。また PTSD保有は独立した予後増

悪因子であった。 

福島県急性心筋梗塞発症登録調査では、

人口 10万人あたりの発症率は 2009年 38.5、

2010年 37.9、2011年 38.9、2012年 38.8、

2013年 40.1、2014年 40.8であった。震災

後 2013年および 2014年はやや増加傾向を

認めた。地域別に年毎の発症数を比較して

みると、2011年以降いわき地区の患者数が

著明に増加していた。 

岩手県では東日本大地震津波後の 2 年間

にわたり急性心筋梗塞（含む突然死）と急

性心不全の発症状況を岩手県の沿岸地区と

内陸地区の 17市町村で調査した。発災前の

2009-2010年に比較した 2011年と 2012年

の標準化発症比(SIR)を算出し、津波被害の

重度地区と軽度地区の 2 地域に分けて検討

した。何れの急性循環疾患の SIRは津波重

度地区において 2011 年で高値となり(心筋

梗塞; 1.24, 95% CI 1.07 – 1.41: 心不全; 

1.73, 95% CI 1.50 – 1.95)、2012年でもま

だ発災前に比較して高値が持続していた

(心筋梗塞; 1.18, 95%CI 1.01–1.34: 心不全; 

1.32, 95%CI 1.12–1.52)。しかし、津波軽度

地区においてはこのような SIRの変動は明

らかではなかった。 

 

Ｄ．考察 

 阪神淡路大震災は平成７年１月 17 日 5

時４６分に発生、マグニチュードは 7.3 の

直下型で都市部（１県；兵庫）を中心に被

害をもたらした。数十 cm の津波の報告あ

ったものの被害はなく、建物の倒壊（長田

区を中心に大規模火災が発生）を特徴とし

た。死者 6434 名・行方不明者 3 名・住家

被害(全壊) 104906件であった。一方東日本

大震災は平成 23年 3 月 11日 14 時４６分

に発生、マグニチュードは 9.0 の海溝型で

農林水産地域広範（8 県；宮城・福島・茨

城・栃木・岩手・群馬・埼玉・千葉）に被

害をもたらした。各地で大津波を観測し、

沿岸部で甚大な被害が発生、多数の地区が

壊滅した。死者 15270名・行方不明者 8499

名・住家被害(全壊) 102923件であった。こ

のように両震災はそのタイプや規模をとっ

ても大きく異なる（内閣府平成 23年版防災

白書より引用）ものの、いずれにおいても、

地震により発災初期 心筋梗塞、脳卒中が

増加していたことが明らかになった。また

どちらの震災においても、震度と心筋梗塞

は関連が認められた。 

東日本大震災後 3 年半以上が経過するが、

慢性的なストレスと循環器疾患発症（特に

心不全発症）との関連が懸念される。震災

後の精神的ストレスが長期にわたり持続し

てその頻度はむしろ経時的に増加している

こと、またその要因が経時的に変化してい

ること、すなわち病気そのものの要因から

社会的要因へ変容していることが明らかに

なった。震災後の長期にわたる観察・精神

的ケアの必要性が示唆された。この点で福

島県の心筋梗塞患者数の推移(2013 年・2014

年の急性心筋梗塞発症数は増加傾向)につ



いては、年次変化による自然増なのか東日

本大震災による避難の影響がなかったかは

今後も注意深い観察が必要である。 

 

Ｅ．結論 

 震災直後には心筋梗塞および脳卒中によ

る死亡が増加しており、その対策を講じる

必要がある。また東日本大震災後には高頻

度に心的外傷後ストレス障害が認められ、

循環器疾患の予後不良因子であったことか

ら、今後症例背景を考慮した PTSD対策が

必要であると考えられた。 
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